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平成２７年度の新規事業

【選挙管理委員会事務局】

評価の総括

【評価について（現状と課題）】
　常時啓発に関する事務については、茅ヶ崎市明るい選挙推進協議会とともに中学生を対象とした選挙
啓発標語の募集、文教大学の学園祭での選挙啓発、また、「未来茅ヶ崎市」政策コンテストを実施し若
年層を中心とした啓発活動を行いました。
　県議会議員及び県知事選挙並びに市議会議員及び市長選挙の管理執行については、立候補予定者事前
説明会や選挙に関する事前準備を円滑に進め、平成２７年４月の選挙執行に向けた体制を整えました。
重点事業でない衆議院議員総選挙の管理執行については、２６年１１月の急な解散により選挙期日まで
わずか２３日間の日程で行われましたが、適正に執行しました。投票率は目標値を下回ったものの、小
選挙区では全国平均より１．２６ポイント上回り、同選挙の前回投票率との下落幅も３．８％で県下で
最も小さい率となっています。農業委員会委員選挙の管理執行については、任期満了が２６年７月１９
日のため投票日を７月６日に定め事務を進めておりましたが、無投票となりました。
　投票環境の整備・改善に関する事務については、２７年４月に執行される統一地方選挙から行う予定
でありましたが、事前準備を早めに行った結果、衆議院議員総選挙から期日前投票所を１箇所増設し、
投票区も分割・再編を４箇所行うことにより一部の過大投票区を解消し、有権者の利便性向上に努めま
した。
　選挙管理委員会事務局の業務計画に位置付けた事業については、順調に進められ適正に執行できたこ
とによりＡ評価としました。
　選挙の事前準備や投票環境の整備を年度当初から早めに進めたことにより、衆議院の急な解散にもか
かわらず、期日前投票所等を前倒しで増設することができ、また、統一地方選挙に関わる書類等も課内
会議を通じて早い時期に整理をしていたため、事業全体として適正に執行することができました。

【今後の方向性】
　投票環境の整備・改善について、今後は高齢化社会を見据えた施策も重要であり、期日前投票所の増
設や投票区の見直しなど継続的に投票しやすい環境を整えます。
　また、若年層の投票率が依然として低い水準にあることや来年の参議院議員通常選挙から選挙権年齢
が１８歳以上に引き下げられるため、総務省や神奈川県選挙管理委員会の動向を踏まえた中で、若い世
代への啓発事業に積極的に取り組みます。
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選挙管理委員会事務局における課題の整理と事業手法の検討
　※各課においてB～Z評価とした事業及びA評価の中で課題のある事業を掲載。
　　　　課

事業手法の検討（広域連携及び公民連携の視点）
【公民連携の視点】
各種選挙事務については、公職選挙法等により市が実施主体ですが、費用削減のため、引き続き入場整
理券作成・ポスター掲示板作成・ポスター掲示場設置及び撤去・物品運搬等一部の事業を委託し実施し
ます

常時啓発に関する事務 Ａ
各選挙とも若者の投票率は全体の平均投票率に比べ、１５％以上
も低いため、これまでの事業に加え新たな啓発を検討する必要が
ある。

投票環境の整備・改善に
係る事務

Ａ
有権者の利便性向上のため、期日前投票所の増設や投票区の見直
しを引き続き検討する必要がある。

直接請求に関する事務 Ｂ
実施されず
（条例制定、改廃請求等に係る審査請求があった場合）

国民投票に関する事務 Ｂ
実施されず
（国民投票が実施された場合）

神奈川海区漁業調整委員
会委員選挙の管理執行

Ｂ
実施されず
（平成２８年８月執行予定）

神奈川県相模川左岸土地
改良区総代選挙の管理執
行

Ｂ
実施されず
（平成２８年１０月執行予定）

事業名
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に対する評価 事業の課題

参議院議員通常選挙の管
理執行

Ｂ
実施されず
（平成２８年７月執行予定）


